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第52号
令和 2年
7月 1日

� （令和２年６月：赤塚にて）

「夕陽がきれいですよっ」
地元の方から教わったので、赤塚にある展望台に登ってみました。
丘陵地の畑の風景、ここだけは新潟市内にある北海道。
「だれか、畑仕事していないかなあ・・・」
赤塚地区山崎の山本隼人さんが、祭りばやし（スイカ）の芽かきをしていました。
１本１本、手間がかかる仕事です。出荷まで頑張ってくださいね。
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「人・農地プランに取り組む」
西区大潟地区(黒埼地区木場)の事例から

人・農地プランとは
　地域の持続可能な農業を実現するために、地域で中心となる経営体はどこで、どのように農地
集積するか、地域農業の在り方を話し合うことが人・農地プランです。
　大潟地区の人・農地プランにかかわった丸山和秀農業委員（木場地区担当、下写真中央）から
お話を聞きました。

●プランに取り組んだきっかけを教えてください。
●‌‌大潟を含む木場地区の田は、昔のままの小区画（基本１２a）で飛び田が多く、担い手は受託
面積が増えるほど、移動ロスなどのリスクが増えるといった問題があり、何とか解消したかっ
たので取り組みました。

●‌‌耕作者、土地所有者との話し合いを何度も行ったと聞
いていますが、苦労したことなどを教えてください。
●‌‌一番大きいのは現状を変えたくないといった、保守的
な考えが蔓延していたこと。理屈は分かるが、自分の
代はこのままでよいという雰囲気がありました。話し
合いをするたびに、出席者が減っていった時は落ち込
みました。賃借料の統一も理解を得るのが難しかった
です。

●‌‌農地の利用集積、いわゆる農地の作り替えをみんなで「見える化」したことによって、今後ど
んなことに期待しますか。地域農業の将来展望などは。
●‌‌大潟で行ったことが木場全域に広がり、一層面的集積が進めば担い手農家もまだまだ作付けを
増やせるだろうし、特産品の枝豆やブロッコリーに労力を割くことができるはずです。大規模
化により雇用が生まれるかも知れません。地主もリタイアした時、安心して農地を貸し出せる
でしょう。そんな良い循環が出来ることを期待しています。

　今年から始まった同地区の人・農地プラン、最初の一歩が２年目３年目の集積につながってい
きます。引き続き農業農村の発展に向けて先導的な役割に期待しています。

昭和２３年当時、空から見た大潟地区 集積後、耕作者ごとに色塗りした図面

大潟地区の干拓、歴史
　かつての大潟は、蒲原平野に点在する池
沼の一つで、長年、木場村の受け地でした。
昭和の中頃までは田舟で行き来し、腰まで
浸かって田植えや稲刈りをする沼田でした。
現在、大潟地区の北側には、新潟市新田清
掃センターと温浴施設アクアパークにいが
たが建設されています。

１．農地面積
　約６７.８ha
　（令和元年５月末時点）
２．耕作者数
　集積前：１６８人→集積後：１６０人
　（人・農地プラン参加耕作者５３人）
　（※‌同世帯も含む、農家台帳上の数値）
３．集積率
　◎‌機構活用率…地域の全面積のうち、農地中間管理機構へ貸
付けた面積割合

　　・‌‌４２.０％（うち４０.３％が今回の話し合いで新規に機
構を通したもの）

　◎‌‌担い手への集積率…地域の全面積のうち、耕作者が担い手
（認定農業者）の面積割合

　　・‌‌集積前４８.９％→集積後５２.２％
　◎‌‌新たな担い手への集積率・・・今回の話し合いで新規で機
構に貸付けた面積のうち、耕作者が非担い手から担い手に
なった面積割合

　　・‌‌７.１％
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　先代経営者から後継者が農地を相続した場合などに、農地等の納税猶予
を受けることができます。

特例のあらまし
　農業を営んでいた被相続人又は特定貸付け等（注１）を行っていた被相続人から農業相続人が一
定の農地等を相続や遺贈によって取得し、農業を営む場合又は特定貸付け等を行う場合には、一
定の要件の下にその取得した農地等の価格のうち農業投資価格（注２）を超える部分に対応する
相続税額の納税が猶予されます。
　この特例の適用を受ける農地等を「特例農地等」といい、猶予される相続税額を「農地等納税
猶予税額」といいます。
　この農地等納税猶予税額は、次のいずれかに該当することとなったときに免除されます。

免除される場合
① 特例の適用を受けた農業相続人が死亡した

② 特例の適用を受けた農業相続人が特例農地等の全部を租税特別措置法第70条の４の規定に
基づき農業の後継者に生前一括贈与した　※‌特定貸付け等を行っていない農業相続人に限る

③ 市街化区域内の農地等については、特例の適用を受けた農業相続人が、原則として相続税
の申告期限から20年間農業を継続した

注１　農業経営基盤強化促進法等に基づく一定の貸付け
注２　‌農地等として取り引きされる場合に通常成立する「農地等本来の価格」。土地評価審議会を経て、国税局長が都道府県

単位で決定（詳細は国税庁ＨＰで確認できます）

　この特例の適用を受けるためには、相続税の申告書を期限内に提出し、農地等納税猶予税額お
よび利子税の額に見合う担保を提供する必要があります。
　なお、特例農地等を譲渡または転用したり、農業経営を廃止した場合などには、全部または一
部の納税猶予が打ち切られ、農地等納税猶予税額および猶予されていた期間に係る利子税を納め
なければなりません。
　また、相続時精算課税に係る贈与によって取得した農地については、この特例の適用を受ける
ことはできません。

　３月２７日西区役所で、ＪＡ新潟みらいの山田一成西グリーンセンター長（写真後列左）、本
間直一農業委員（新通地区担当、同後列右）立会いの下、１組の農家が家族経営協定を締結しま
した。
　今回調印した農家は、西区新通の南波久志さん（同前列中央）
ご家族です。
　「家族経営協定」とは、家族で話し合いを行い、農業経営や
生活面など家族の役割分担、必要なルールなどを明確化するも
のです。これにより、農業に携わる家族全員の農業経営に対す
る参画意欲が高まり、農業経営の発展が期待されます。
　また、認定農業者制度、農業者年金の加入、農業次世代人材
投資資金といった制度に対してもメリットがたくさんあります
ので、家族経営の皆さんは是非ご検討ください。
　現在西区では、この南波さんを含め５５組の農家の方が家族
経営協定を締結しています。

知っておきたい農地の税制「相続税の納税猶予の特例」

家族経営協定を締結しました
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　枝豆のおいしい季節になりました。
　国の地理的表示（ＧＩ）保護制度に
登録され、新潟市「食と花の銘産品」
の一つ「くろさき茶豆」が７月上旬か
らスーパーなどの店頭に並びます。
　くろさき茶豆の条件は、
　○指定８品種のいずれかであること
　○  生産地が西区の黒埼・小新的場・

亀貝寅明地区であること
　○くろさき茶豆出荷規格を満たしたもの

　 　歯ごたえが良く、糖分やアミノ酸の含有量が多くなる実入
り８分で収穫されたくろさき茶豆をおいしく食べるなら、手
に入れたらすぐに火を通しましょう。おススメは、レンジで
“ チン ” です。

　①もいだ豆をザルに入れサッと水洗いします。
　②適量の塩をふりかけ、さやの毛を取るように豆をもみます。
　③ 耐熱容器に入れ、ふんわりラップをして、 ６００Ｗで３分

加熱
　④一度かき混ぜて、さらに３分加熱
　⑤豆にひとつまみの塩をまぶして出来上がり

「西区の旬」農産物の紹介　くろさき茶豆

７・８月は農地パトロール月間です

熱中症に気を付けましょう！
　例年、農作業中の熱中症による死亡者数は、7・8
月に集中して発生しています。
　今夏の気温は、平年並みか高いとの見通しが気象
庁から発表されました。
　新型コロナウイルス感染症予防対策も踏まえた熱
中症対策が必要です。
〇 屋外やビニールハウス内で人と十分な距離（２ｍ

以上）が保てる場合は、マスクを外すようにしま
しょう。

〇 マスクを着用する場合は、強い負荷の作業を避け、
のどが渇いていなくても、こまめな水分補給をし
ましょう。

〇 周囲の人との距離が十分にとれる場所で、適宜、
マスクを外して休憩をしましょう。

　西区農業委員会では、農業委員・農地利用最適化推進
委員・ＪＡなどの関係機関と、違反転用と遊休農地実態
調査を実施します。農地への不法投棄の早期発見と是正
指導、遊休農地の発生防止や解消は、農業委員会の重要
な業務の一つとなっています。
　農地は大切な資源です。地域の優良な農地を、皆さん
一人一人の意識や行動で守っていきましょう。

お知らせです

年金加入のお勧め !

農業者の皆さん、

老後の備えは
万全ですか?

耕作放棄地の保全活動
（黒埼地区）　　　　　

出荷時期

違反転用解消地の確認
（中野小屋地区）　　　

途中で上下を入れ替えて
むらなく加熱します

ポイント


